




































が 1968 年、無償資金協力が 1975 年から開始され、無償資金協力と同様に返済を伴わない技術協力と
併せて、3 本立てのアプローチによる協力が確立された。
　すなわち、経済援助のスキームは 1962 年の賠償から始まったものの、それが終わると、1987 年まで







ビルマは定期的な円借款の提供国、すなわち年次供与国になり、1987 年まで第 13 回にわたって、毎年
円借款による複数プロジェクトが立上げられた。1969 年から開始された円借款は 1987 年までに 66 件








　例えば旧ビルマに対する最後の 2 カ年度の 1986 年、1987 年の貸付案件は表１に示したようになって
いる。1986 年度は南ナウイン灌漑事業、ラングーン国際空港拡張事業（フェーズⅢ）、ガスタービン発
電事業（ラングーン）、苛性ソーダ製造工場建設事業、国際通信拡充事業のプロジェクト借款と第 12
次商品借款（パート 1）および第 12 次商品借款（パート２）である。商品借款のうち、前者は工業化
4 プロジェクトに関わる輸入資機材の決済資金、後者は一般の輸入資機材の決済資金向け借款である。
1987 年度はバルーチャン No.2 発電所改修事業、ラングーン配電網改善事業、コンバインドサイクル発
電事業、第 13 次商品借款（パート 1）および第 13 次商品借款（パート２）である。前者は工業化 4 プ
ロジェクトに関わる輸入資機材の決済資金、後者は一般の輸入資機材の決済資金向け借款である。第






































2.75%、30 年（10 年） 34 億円
第 12 次商品借款（パート 1）
工業化 4 プロジェクトに関わる
輸入資機材の決済資金








老朽化した 28 メガワット 2 基の
発電機の改修










2.5%、30 年（10 年） 85 億円
第 13 次商品借款（パート 1）
工業化 4 プロジェクトに関わる
輸入資機材の決済資金




2.5%、25 年（7 年） 110 億円
出所：海外経済協力基金年次報告書 1987 年、OECF　Annual Report1988
２　 借款契約承諾ベースとはプロジェクトに対した資金供与国と非供与国の間で当初調印された借款金額のことである。
実際にプロジェクトの進捗によっては増減があり、最終的に供与した金額を資金実行ベースと呼んで区別している。













各公社）の間の借款契約（Loan Agreement:　L/A）締結の業務に進む。この時の OECF の担当部署
は業務第 2 部第 1 課４であり、ここが政府のプレッジ（公的な政府間の約束）、交換公文に記載され、
両国間で合意した候補案件（候補プロジェクト）を具体的に審査し、経済性を審査する。協力効果が





づいて 7 年～ 10 年後まで金利が毎年 2 回の返済期日にビルマ側から返済され、その後 18 年～ 20 年の
間に元本の返済と金利が同じように返済される。金利水準は先進国で構成される OECD（経済開発協
力機構：本部はフランスのパリ）で定められた発展途上国の一人当たり GDP に基づくガイドラインに








　円借款の「工業化 4 プロジェクト」に焦点を当てて背景と経緯を述べたい。日本と旧ビルマは 1955
年 4 月「賠償および経済協力協定」を締結した。これに基づいて 1965 年までに 720 億円相当の資機材・























重工業公社（HIC） 工業化４プロジェクト建設事業（Ⅰ）７ 3,600 1971 タイド
工業化４プロジェクト建設事業（Ⅱ） 3,600 1972 タイド
工業化４プロジェクト建設事業（Ⅲ） 3,600 1973 タイド
追加借款 19,540 1977 タイド
第 4 次商品借款（part Ⅰ） 7,000 1977 LDC アンタイド
第５次商品借款（part Ⅰ） 8,000 1978 一般アンタイド
第 6 次商品借款（part Ⅰ） 11,730 1979 一般アンタイド
第 7 次商品借款（part Ⅰ） 9,150 1980 一般アンタイド
第８次商品借款（part Ⅰ） 6,900 1981 一般アンタイド
第９次商品借款（part Ⅰ） 6,900 1982 一般アンタイド
第 10 次商品借款（part Ⅰ） 6,000 1984 一般アンタイド
第 11 次商品借款（part Ⅰ） 5,610 1985 一般アンタイド
第 12 次商品借款（part Ⅰ） 5,000 1986 一般アンタイド
第 13 次商品借款（part Ⅰ） 5,000 1987 一般アンタイド
借款金額合計 101,630









　融資条件とスキームは 1970 年の旧ビルマ・日本両政府間の工業化 4 プロジェクトに対する円借款協
定締結に発祥する。借入人および保証人は旧ビルマ政府各省あるいは公社である。借入人が公社であ
る場合、政府 ( 計画財務省）が保証人となる。その下に実際に事業を実施する事業実施者である HIC（重
工業公社）が関係する。
　但し、プロジェクト借款は HIC が事業実施者であるが、商品借款（パート１）はミャンマー外国貿易






返済期間到来後はビルマ側から東京銀行にある OECF の口座に返済が行われた。貸付金利は OECD の
ガイドライン、年度、案件の収益性を勘案して、その年度毎、案件毎に異なる。旧ビルマに対する日





いては一般アンタイド調達あるいは LDC アンタイド調達、コンサルタントについては LDC アンタイ
ド調達を選択し、日本側の事業実施機関である OECF からの了承を得た。但し、初期の工業化４プロジェ
クト建設事業（Ⅰ）～（Ⅲ）および追加借款は日本業者からの調達に限る「タイド」調達、第 4 次商



































































　重車両製造プロジェクトにおいては、1987 年時点で 6.5 トントラックやバスを年間 475 台生産してい
た。1993 年以降、外貨制限により、日本から原材料・部品を購入できず、国内部品使用のみで 1997 年







　軽車両製造プロジェクトにおいては、1987 年時点で年間ジープ 228 台、ピックアップおよび２トン
トラック 863 台の生産が行われていた。これは外貨制限のためである。すなわち、１台あたり、2,500
図１　工業化 4 プロジェクトの主要製品の生産量（1970 年～ 1973 年）
出所：「ポストエバリュエーション報告書－ビルマ 4 プロジェクト－」OECF 調査開発部（1977）より筆者作成
11　 外務省広報資料・報告書資料、フラ・マウン元企画財政局長「ミャンマー工業化４プロジェクトおよび同借款」、
1999 年 5 月
12　同上
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1999 年 5 月
14　同上

































































究会資料（2014 年 3 月 8 日）
• 独立行政法人　国際協力機構ホームページ、円借款検索、ミャンマー（2014）
• 外務省広報資料・報告書資料、平成 12 年度掲載協力評価報告書（各論）（2000）
• 同上　第 8 章被援助国関係者による評価、ミャンマー、「工業化４プロジェクトおよび同借款」1999 年 5 月　（2000）
• Annual Report, OECF（1989）
• 事業報告、海外経済協力基金（1987）
• ポストエバリュエーション報告書 - ビルマ 4 プロジェクト -、OECF 調査開発部（1977）
17　軽車両 26 モデル、白熱電球 6 モデル、トランジスターラジオ 11 モデル
